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平成��年�月定例県議会提案条例の提案理由及び概要表

第��号議案

貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例

� 提案理由

島根県獣医師修学資金、医学生地域医療奨学金及び緊急医師確保対策枠

奨学金の返還債務の免除に関する事項について所要の改正を行う必要があ

る。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 島根県獣医師修学資金関係

免除の条件及び範囲を次のとおりとすること。

ア 大学の課程を修了した日の属する月の翌月の初日から�年を経過す

る日の翌日までの間に、県の職員として獣医師の業務に就き、かつ、

引き続いて貸与期間の�分の�に相当する期間その業務に従事したと

き（貸し付けた資金の月額が��万円以下である場合に限る。）。 債

務の全部

イ 大学の課程を修了した日の属する月の翌月の初日から�年を経過す

る日の翌日までの間に、県の職員として獣医師の業務に就き、かつ、

引き続いて貸与期間の�分の	に相当する期間その業務に従事したと

き（貸し付けた資金の月額が��万円を超える場合に限る。）。 債務

の全部

� 医学生地域医療奨学金関係

ア 疾病、負傷その他やむを得ない事由があるため、奨学金の返還債務

の免除の条件である指定医療機関において医師の業務に従事すること

ができなかった期間について、指定医療機関における業務従事の履行

を猶予すること。

イ 貸付金の種類、免除の条件等を次のとおりとすること。

ア� 貸付金の種類

次に掲げる者で、将来指定医療機関において医師の業務に従事し

ようとするものに対して貸し付けた資金

ａ 大学の医学を履修する課程に在学する者（ｂに掲げる者を除

く。）又は大学院において医学に関する専門知識を修得しようと

する者

ｂ 鳥取大学医学部に在学する者のうち島根県枠として入学した者

―�―



イ� 免除の条件及び範囲

ａ ア�のａに掲げる者

� 大学の課程を修了した日の属する月の翌月の初日から貸与期

間の�倍に相当する期間（貸与期間が、�年未満の場合にあっ

ては�年、�年以上�年未満の場合にあっては当該貸与期間に

�年を加えた期間。�及び�において同じ。）を経過する日ま

での間に、指定医療機関において、臨床研修を受け、かつ、そ

の期間を含めて貸与期間の�分の�に相当する期間医師の業務

に従事（特定地域医療機関において貸与期間の�分の�に相当

する期間以上医師の業務に従事した場合に限る。�及び�にお

いて同じ。）したとき（貸与期間が�年未満の場合は、指定医

療機関において�年�月以上医師の業務に従事（特定地域医療

機関において�月以上医師の業務に従事した場合に限る。�及

び�において同じ。）したとき。）。 債務の全部

� 大学院の課程（大学院入学前に臨床研修を修了した者が在学

するものを除く。）を修了し、又はその修業を中止した日の属

する月の翌月の初日から貸与期間の�倍に相当する期間を経過

する日までの間に、指定医療機関において、臨床研修を受け、

かつ、その期間を含めて貸与期間の�分の�に相当する期間医

師の業務に従事したとき。 債務の全部

� 大学院の課程（大学院入学前に臨床研修を修了した者が在学

するものに限る。）を修了し、又はその修業を中止した日の属

する月の翌月の初日から貸与期間の�倍に相当する期間を経過

する日までの間に、指定医療機関において、貸与期間の�分の

�に相当する期間医師の業務に従事したとき。 債務の全部

� 医師の業務の従事期間中に、業務上の事由により死亡したと

き、又は業務上の事由に起因する心身の故障のためその業務に

従事することができなくなったと認められるとき。 債務の全

部

� 災害、疾病その他やむを得ない事由により貸付金を返還する

ことが著しく困難であると認められるとき。 債務の全部又は

一部

ｂ ア�のｂに掲げる者

� 大学の課程を修了した日の属する月の翌月の初日から��年を

―�―



経過する日までの間に、指定医療機関において�年間医師の業

務に従事（特定地域医療機関において�年以上医師の業務に従

事した場合に限る。）したとき。 債務の全部

� ａの�に掲げるとき。 債務の全部

� ａの�に掲げるとき。 債務の全部又は一部

ウ イのア�のａに掲げる者

指定医療機関の長の指示により指定医療機関以外の医療機関におい

て医師の業務に従事する期間がある場合であって、やむを得ない事由

があると知事が認めたときは、当該期間について返還債務の免除条件

である指定医療機関における業務従事の履行を猶予すること。

� 緊急医師確保対策枠奨学金関係

疾病、負傷その他やむを得ない事由があるため、奨学金の返還債務の

免除の条件である指定医療機関において医師の業務に従事することがで

きなかった期間について、指定医療機関における業務従事の履行を猶予

すること。

� 施行期日

�の�のア及び�については公布の日から、�の	並びに�のイ及びウ

については平成��年�月�日から施行する。

第	�号議案

島根県公立大学法人評価委員会条例の一部を改正する条例

� 提案理由

地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正を行う必

要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

引用する条項の整理

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

―�―



第��号議案

職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例

� 提案理由

職員の退職手当について、国家公務員の退職手当制度の改正に準じて所

要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

民間との均衡を図るため設けられている退職手当の調整率を、���分の

�	から���分の�
�	に引き下げること。

� 施行期日

平成
�年
月�日から施行する。

第��号議案

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

� 提案理由

人事委員会の報告を受けて、水産練習船神海丸に乗り組む職員に対し、

実習指導の業務に係る特殊勤務手当を措置するため、所要の改正を行う必

要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

練習船乗組員実習指導手当の新設

� 施行期日

平成
�年
月�日から施行する。

―�―

手当の内容 手当額

水産練習船神海丸に乗り組む職員が実

習生に対する実習指導（海技士の免許

の取得のためのものに限る。）の業務

に従事したときに支給する。

�日 ��	��円を超えない範

囲内で職員の職務の級に応じ

て人事委員会規則で定める額



第��号議案

特別職の職員の退職手当に関する条例及び島根県病院事業管理者の給与等に関

する条例の一部を改正する条例

� 提案理由

第��号議案による職員の退職手当に関する条例の一部改正を踏まえ、特

別職の職員等の退職手当について所要の改正を行う必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 知事等の退職手当の支給割合の改正

� 病院事業管理者の退職手当の支給割合の改正

� 施行期日

平成�	年
月�日から施行する。

第��号議案

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例

� 提案理由

より効率的な県のダム事業の施行を図るため、一般財団法人ダム技術セ

ンターに対して職員を派遣することについて所要の改正を行う必要があ

る。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

職員を派遣することができる公益的法人等に一般財団法人ダム技術セン

ターを追加すること。

� 施行期日

―�―

区 分 改 正 前 改 正 後

知 事 
		分の�
 
		分の����

副 知 事 
		分の�� 
		分の����

教 育 長 
		分の�� 
		分の�
��

常勤の監査委員 
		分の
� 
		分の
���

改 正 前 改 正 後


		分の�� 
		分の�
��



平成��年�月�日から施行する。

第��号議案

島根県手数料条例の一部を改正する条例

� 提案理由

関係法令の施行等に伴い、県が徴収する手数料について所要の改正を行

う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 消防法関係手数料

ア 危険物取扱者試験等に係る手数料の改正

イ 消防設備士試験等に係る手数料の改正

� 土壌汚染対策法関係手数料

汚染土壌処理業の譲渡等の承認に係る手数料の新設

―	―

区 分 改正前 改正後

甲種危険物取扱者試験 
����円 	�
��円

乙種危険物取扱者試験 �����円 ��
��円

丙種危険物取扱者試験 ��
��円 ��	��円

危険物取扱者免状の交付 �����円 �����円

危険物取扱者免状の再交付 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

甲種消防設備士試験 
����円 
�
��円

乙種消防設備士試験 �����円 �����円

消防設備士免状の交付 �����円 �����円

消防設備士免状の再交付 �����円 �����円

手数料を納めなければならない者 手数料の額

ア 汚染土壌処理業の譲渡及び譲受の承認を

受けようとする者

イ 汚染土壌処理業者である法人の合併又は

分割の承認を受けようとする者

ウ 汚染土壌処理業の相続の承認を受けよう

�������円

�������円

�������円



� 廃棄物の処理及び清掃に関する法律関係手数料

�以上の事業者がそれらの産業廃棄物の収集、運搬又は処分を一体と

して実施することの認定に係る手数料の新設

� 使用済自動車の再資源化等に関する法律関係手数料

破砕業の事業範囲の変更の許可に係る手数料の改正

� 介護保険法関係手数料

介護医療院の開設等の許可に係る手数料の新設

� 砂利採取法関係手数料

ア 砂利の採取計画の認可に係る手数料の改正

イ 砂利の採取計画の変更の認可に係る手数料の改正

―�―

とする者

手数料を納めなければならない者 手数料の額

ア 認定を受けようとする者

イ 変更の認定を受けようとする者

�������円

�������円

改 正 前 改 正 後

�	����円 
�����円

手数料を納めなければならない者 手数料の額

ア 開設の許可を受けようとする者

イ 変更の許可（構造設備の変更を伴うもの

に限る。）を受けようとする者


��	��円

������円

手数料を納めなければならない者 改正前 改正後

砂利の採取計画の認可を受けようとす

る者（砂利採取場の区域の全部又は一

部が河川区域等の区域内にある場合に

限る。）

������円 ������円

改 正 前 改 正 後

手数料を納めなけれ

ばならない者

手数料の

額

手数料を納めなけれ

ばならない者

手数料の

額



� 建築士法関係手数料

二級建築士試験及び木造建築士試験に係る手数料の改正

� 調理師試験の事務を指定試験機関が行う場合にあっては、当該事務に

係る手数料を指定試験機関に納付しなければならないこと。

� その他規定の整理

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。ただし、�の�については、平成��年

�月�日から施行する。

第	
号議案

島根県産業廃棄物減量税条例の一部を改正する条例

� 提案理由

地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律の施行に伴い、

所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由であ

る。

� 条例の概要

� 許可状の交付を受けることができないときに、現行犯事件の臨検等を

行うことができる地方税について、産業廃棄物減量税を指定すること。

� 臨検等の夜間執行の制限を受けない地方税について、産業廃棄物減量

税を指定すること。

―�―

砂利の採取計画の変

更の認可を受けよう

とする者

�
����円 砂利の採取計画の変

更の認可を受けよう

とする者

ア 砂利採取場の

区域の全部又は

一部が河川区域

等の区域内にあ

る場合

イ その他の場合

������円

�
����円

改 正 前 改 正 後

���
��円 �
�
��円



� その他規定の整理

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第��号議案

島根県核燃料税条例の一部を改正する条例

� 提案理由

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴い、所要

の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 発電用原子炉への核燃料の挿入は、次の表の左欄に掲げる区分に応

じ、同表の右欄に定める日になされたものとすること。

� 発電用原子炉を設置して行う運転及び廃止に係る事業は、発電用原子

炉を新規に設置した場合には、使用前検査合格日の翌日から起算して��

月を経過した日又は定期事業者検査の期間内に核燃料の装荷が行われた

定期事業者検査のうち最初の定期事業者検査が終了した日のいずれか早

い日に開始されたものとすること。

―	―

発電用原子炉の設置後最初に核

燃料の装荷が行われた場合

核原料物質、核燃料物質及び原子

炉の規制に関する法律（以下「原

子炉等規制法」という。）に規定

する使用前事業者検査に係る原子

力規制委員会の確認を受けた日又

は電気事業法の規定による使用前

検査に合格した日のいずれか遅い

日（以下「使用前検査合格日」と

いう。）

発電用原子炉について原子炉等

規制法の規定による定期事業者

検査の期間内に当該発電用原子

炉への核燃料の装荷が行われた

場合

当該発電用原子炉の定期事業者検

査が終了した日



� 引用する条項の整理

� 施行期日

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日から施行

する。ただし、�の�については、平成��年��月�日から施行する。

第��号議案

島根県県有地等における放置自動車の処理に関する条例

� 提案理由

放置自動車により生ずる支障を速やかに除去することにより、県有地等

の機能を速やかに回復し、生活環境の保全及び地域の美観の維持を図るた

め、放置自動車の処理について必要な事項を定める必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 目的等

この条例は、放置自動車の処理について必要な事項を定め、放置自動

車により生ずる支障を速やかに除去することにより、県有地等の機能を

速やかに回復し、生活環境の保全及び地域の美観の維持を図ることを目

的とすること。

� 定義

次のとおり定義規定を設けること。

ア 県有地等 県が所有し、又は管理する土地をいう。

イ 自動車 道路運送車両法に規定する自動車をいう。

ウ 放置 正当な権原に基づき置くことを認められた場所以外の場所に

相当の期間置くことをいう。

エ 放置自動車 放置されている自動車をいう。

オ 所有者等 自動車の所有権、使用権若しくは占有権を有している者

又は自動車を放置し、若しくは放置させた者をいう。

� 放置の禁止

何人も、正当な理由なく、県有地等に自動車を放置し、若しくは放置

させ、又はこれを放置し、若しくは放置させようとする者に協力しては

ならないこと。

� 調査等

―��―



ア 知事は、県有地等に放置自動車があるときは、その職員に、当該放

置自動車の状況、所有者等その他の事項を調査させるとともに、当該

放置自動車の撤去を促すために警告書を当該放置自動車の見やすい箇

所に貼り付けさせることができること。

イ 知事は、アにより放置自動車を調査させる場合において、車外から

の調査では所有者等が判明しないときは、その職員に、当該放置自動

車が施錠されている場合にあっては、当該施錠を解除させ、その目的

を達成するために必要な最小限度において車内等の調査をさせること

ができること。

� 放置自動車の移動及び保管

知事は、�のアにより警告書を貼り付けた日の翌日から起算して��日

を経過した日以後引き続き当該放置自動車が置かれている場合におい

て、当該県有地等の利用上又は管理上の支障が生じるおそれがあると認

めるときは、当該放置自動車を移動し、及び保管することができるこ

と。

� 勧告及び命令

ア 知事は、�のア及びイによる調査の結果、放置自動車の所有者等が

判明したときは、規則で定めるところにより、当該所有者等に対し、

期限を定めて、当該放置自動車を撤去するよう勧告することができる

こと。

イ 知事は、アによる勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、規

則で定めるところにより、期限を定めて、その勧告に従うべきことを

命ずることができること。

� 廃自動車認定

ア 知事は、�のア及びイによる調査の結果、放置自動車の所有者等が

判明しない場合（所有者等の所在が判明しない場合を含む。以下同

じ。）において、当該放置自動車が次のいずれにも該当すると認める

ときは、当該放置自動車を廃自動車と認定することができること。

ア� �のアによる警告書の貼付けの日の翌日から起算して��日を経過

していること。

イ� 自動車の走行に必要な装置の主要な部分が破損し、若しくは腐食

し、又は失われていること。

ウ� 道路運送車両法の規定により自動車登録番号標を取り付けなけれ

ばならないこととされている自動車にあっては、当該自動車登録番

―��―



号標が取り外されていること若しくはその表示内容を読み取ること

ができないこと又は同法の規定による抹消登録がなされているこ

と。

エ� 道路運送車両法の規定により車両番号標を表示しなければならな

いこととされている自動車にあっては、当該車両番号標が取り外さ

れていること又はその表示内容を読み取ることができないこと。

イ 知事は、アによる認定をしようとするときは、あらかじめ、次に掲

げる事項を公示しなければならないこと。

ア� �のアによる警告書の貼付けの日

イ� 放置されている場所（�により放置自動車を移動し、及び保管し

た場合にあっては、放置されていた場所）

ウ� 放置自動車の車名、塗色、種別及び道路運送車両法に規定する自

動車登録番号又は車両番号のうち判明しているもの

エ� 公示の日の翌日から起算して��日を経過した日以後に当該放置自

動車について廃自動車認定をし、これを処分する旨

� 処分

ア 知事は、�のアにより放置自動車を廃自動車と認定したときは、当

該放置自動車の処分を行うことができること。

イ 知事は、�のア及びイによる調査の結果、放置自動車の所有者等が

判明しない場合において、�のアにより当該放置自動車を廃自動車と

認定することが困難なときは、当該放置自動車に係る次に掲げる事項

を公示し、その公示の日の翌日から起算して�月を経過した日以後に

当該放置自動車の処分を行うことができること。

ア� �のイのア�からウ�までに掲げる事項

イ� 公示の日の翌日から起算して�月を経過した日以後に当該放置自

動車を処分する旨

� 費用の請求

知事は、�により放置自動車を移動し、及び保管したとき又は�によ

り放置自動車を処分したときは、当該放置自動車の所有者等に対し、当

該移動及び保管又は処分に要した費用を請求することができること。

� 罰則

	のイによる命令に違反した者は、��万円以下の罰金に処すること。

� 施行期日

平成��年�月	日から施行する。

―��―



第��号議案

島根県議会議員及び島根県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例

� 提案理由

公職選挙法の一部を改正する法律の施行に伴い、都道府県の議会の議員

の選挙の候補者が選挙運動のために使用する文書図画として頒布できるも

のにビラが加えられたため、その作成費用を公費負担することについて所

要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

島根県議会議員の選挙におけるビラ作成の公費負担の新設

� 公費負担は、候補者�人につき、公職選挙法で定める枚数以内におい

て�により算定した金額の範囲内で行うこと。

� 公費負担の限度額は、候補者�人につき、ビラ�枚当たり�円��銭と

すること。

	 施行期日等

平成��年	月�日から施行し、同日以後にその期日を告示される島根県

議会議員の選挙について適用する。

第��号議案

警察に関する手数料条例等の一部を改正する条例

� 提案理由

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令等の施

行に伴い、手数料の額を改正する必要がある。これが、この条例案を提出

する理由である。

� 条例の概要

� 警察に関する手数料条例の一部改正

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律関係手数料

―��―

区 分 改正前 改正後

営業所の構造又は設備の変更の承認 ��
���円 �
���円

特例風俗営業者の認定 ��
���円 ��
���円

特例風俗営業の認定を受けようとす



イ 火薬類取締法関係手数料

ウ 質屋営業法関係手数料

エ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律関係手数料

オ 銃砲刀剣類所持等取締法関係手数料

カ 駐車監視員資格者証に係る手数料

キ 運転免許試験等に係る手数料

ア� 運転免許試験

―��―

る者が同時に他の特例風俗営業の認

定を受けようとする場合の認定

������円 ������円

特定遊興飲食店営業の許可を受けよ

うとする者が同時に他の特定遊興飲

食店営業の許可を受けようとする場

合に手数料の額から減ずる額

�����円 �����円

区 分 改正前 改正後

運搬証明書の交付 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

営業の許可 �	����円 ������円

区 分 改正前 改正後

運搬証明書の書換え ��
��円 	����円

区 分 改正前 改正後

国際競技に参加するために入国する

外国人で銃砲又は刀剣類の所持の許

可を受けようとする者が同時に他の

銃砲又は刀剣類の所持の許可を受け

ようとする場合の許可

��
��円 �����円

許可証の再交付 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

再交付 �����円 �����円



―��―

区 分 改正前 改正後

大型自動車免

許、中型自動

車免許又は準

中型自動車免

許（以下「大

型自動車免許

等 」 と い

う。）

技能検査合格者

又は指定自動車

教習所卒業者

�����円 �����円

試験の一部免除

を受けない者

（公安委員会が

提供する自動車

を使用しないで

受ける場合（以

下「自動車不使

用 」 と い

う。））

�����円 �����円

試験の一部免除

を受けない者

（公安委員会が

提供する自動車

を使用して受け

る場合（以下

「自動車使用」

という。））

�����円 �����円

普通自動車免

許

特定失効者又は

特定取消処分者
��	��円 ��
��円

試験の一部免除

を受けない者

（自動車不使

用）

�����円 �����円

試験の一部免除

を受けない者

（自動車使用）

�����円 �����円

特定第
種運

転免許（大型

特殊自動車免

試験の一部免除

を受けない者

（自動車不使
��
��円 �����円



イ� 技能検査（自動車の運転について必要な技能の有無の検査）

―��―

許、大型自動

�輪車免許、

普通自動�輪

車免許又は牽
けん

引免許をい

う。以下同

じ。）又は大

型特殊自動車

第�種免許若

しくは牽
けん

引第

�種免許

用）

試験の一部免除

を受けない者

（自動車使用）

�����円 �����円

小型特殊自動

車免許又は原

動機付自転車

免許

特定失効者又は

特定取消処分者
��	��円 ��
��円

大型自動車第

�種免許、中

型自動車第�

種免許又は普

通自動車第�

種免許（以下

「大型自動車

第�種免許

等 」 と い

う。）

指定自動車教習

所卒業者
�����円 �����円

試験の一部免除

を受けない者

（自動車不使

用）

�����円 ��	��円

仮運転免許 試験の一部免除

を受けない者

（自動車不使

用）

��	��円 ��
��円

試験の一部免除

を受けない者

（自動車使用）

�����円 ��
��円



ウ� 免許に付された限定を解除するための審査

エ� 運転免許証の交付

オ� 運転免許証の再交付

カ� 認知機能検査

キ� 技能検定員資格者証等の交付

ク� 技能検定員審査等

―��―

区 分 改正前 改正後

大型自動車仮

運転免許、中

型自動車仮運

転免許又は準

中型自動車仮

運転免許

自動車不使用 �����円 ��	��円

自動車使用 
����円 
����円

普通自動車仮

運転免許

自動車不使用 �����円 �����円

自動車使用 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

自動車不使用 �����円 �����円

自動車使用 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

仮運転免許証 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

仮運転免許証 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

認知機能検査 
��円 ���円

区 分 改正前 改正後

技能検定員資格者証 �����円 �����円

教習指導員資格者証 �����円 �����円



ケ� 再試験

コ� 運転免許証の更新

サ� 国外運転免許証の交付

―��―

区 分 改正前 改正後

技能検定員審

査

大型自動車免許

等
������円 ������円

普通自動車免許 �	�
��円 �	����円

特定第�種免許 ������円 ���
��円

大型自動車第�

種免許等
���
��円 ������円

教習指導員審

査

大型自動車免許

等
���
��円 ������円

普通自動車免許 ������円 ������円

特定第�種免許 	����円 	�
��円

大型自動車第�

種免許等
���
��円 ������円

区 分 改正前 改正後

準中型自動車

免許

自動車不使用 �����円 ��	��円

自動車使用 ��
��円 �����円

普通自動車免

許

自動車不使用 ��	��円 ��
��円

自動車使用 �����円 �����円

大型自動�輪

車免許又は普

通自動�輪車

免許

自動車不使用 ��
��円 ��
��円

自動車使用 �����円 �����円

原動機付自転車免許 �����円 �����円

区 分 改正前 改正後

住所地を管轄する公安委員会以

外の公安委員会を経由して行う

運転免許証の更新

�����円 �����円



シ� 講習

―��―

区 分 改正前 改正後

国外運転免許証の交付 �����円 ���	�円

区 分 改正前 改正後

停止処分者講習 
時間につき

�����円


時間につき

���	�円

取得時講習 大型自動車免許

等（普通自動車

免許保有者に限

る。）


時間につき

�����円


時間につき

���	�円

準中型自動車免

許（普通自動車

免許保有者を除

く。）


時間につき

�����円


時間につき

��	��円

普通自動車免許

時間につき

���	�円


時間につき

�����円

大型自動�輪車

免許


時間につき

�����円


時間につき

���	�円

原動機付自転車

免許


時間につき

�����円


時間につき

��	��円

応急救護処置講

習


時間につき

�����円


時間につき

�����円

指定自動車教習所職員講習 
時間につき


	�円


時間につき

�	�円

初心運転者講

習

原動機付自転車

免許


時間につき

�����円


時間につき

���	�円

高齢者講習

（��歳以上�	

歳未満）

小型特殊自動車

免許以外の第


種運転免許又は

第�種運転免許

��
	�円 	����円

小型特殊自動車

免許のみ
�����円 ���	�円



ス� 審査細目の免除により技能検定員審査手数料の額から減ずる額

―��―

高齢者講習

（��歳以上）

小型特殊自動車

免許以外の第�

種運転免許又は

第�種運転免許

（更新時高齢者

講習）

�	
��円

（認知機能が

低下している

おそれがある

場合にあって

は、�	���円)

�	���円

（認知機能が

低下している

おそれがある

場合にあって

は、�	���円)

小型特殊自動車

免許以外の第�

種運転免許又は

第�種運転免許

（臨時高齢者講

習）

�	
��円 �	
��円

小型特殊自動車

免許のみ（更新

時高齢者講習）

�	���円

（認知機能が

低下している

おそれがある

場合にあって

は、�	���円)

�	���円

（認知機能が

低下している

おそれがある

場合にあって

は、�	���円)

小型特殊自動車

免許のみ（臨時

高齢者講習）

�	���円 �	���円

違反運転者講

習

運転者の資質の

向上に資する活

動を含まない講

習

��	���円 ��	���円

自転車講習 �時間につき

�	���円

�時間につき

�	���円

審査細目 審査種別
減ずる額

改正前 改正後

技能検定員と

して必要な運

普通自動車免許 �	
��円 �	���円

特定第�種運転 �	���円 �	���円



―��―

転技能 免許

教則の内容と

なっている事

項

大型自動車免許

等
�����円 �����円

普通自動車免許 �����円 �����円

特定第	種運転

免許
�����円 �����円

自動車教習所

に関する法令

についての知

識

大型自動車免許

等
�����円 �����円

普通自動車免許 �����円 �����円

特定第	種運転

免許
�����円 �����円

技能検定の実

施に関する知

識

大型自動車免許

等
�����円 ��
��円

普通自動車免許 �����円 �����円

特定第	種運転

免許
�����円 �����円

自動車の運転

技能の評価方

法に関する知

識

大型自動車免許

等
�����円 ��
��円

普通自動車免許 �����円 �����円

技能検定員と

して必要な自

動車の運転技

能並びに自動

車の運転技能

に関する観察

及び採点の技

能のいずれも

免除される場

合に更に減ず

る額

大型自動車免許

等
�����円 ��
��円

普通自動車免許 
��円 ���円

特定第	種運転

免許
�����円 �����円

大型自動車第�

種免許等

����円 �����円

教則の内容と

なっている事

大型自動車免許

等
���円 ���円



セ� 審査細目の免除により教習指導員審査手数料の額から減ずる額

―��―

項及び自動車

教習所に関す

る法令につい

ての知識のい

ずれも免除さ

れる場合に更

に減ずる額

普通自動車免許 ���円 ���円

特定第�種運転

免許
���円 ���円

審査細目 審査種別
減ずる額

改正前 改正後

教習指導員と

して必要な自

動車の運転技

能

普通自動車免許 �����円 �����円

特定第�種運転

免許
	����円 	����円

技能教習に必

要な教習の技

能

大型自動車免許

等
	����円 	�
��円

普通自動車免許 	����円 	����円

特定第�種運転

免許
	����円 	����円

学科教習に必

要な教習の技

能

大型自動車免許

等
	����円 	����円

普通自動車免許 	����円 	����円

特定第�種運転

免許
	�	��円 	����円

教則の内容と

なっている事

項その他自動

車の運転に関

する知識

大型自動車免許

等
	����円 	����円

自動車教習所

に関する法令

についての知

大型自動車免許

等
	����円 	����円



ク 警備業法関係手数料

―��―

識

教習指導員と

して必要な教

育についての

知識

大型自動車免許

等
�����円 �����円

特定第	種運転

免許
�����円 �����円

教習指導員と

して必要な自

動車の運転技

能及び技能教

習に必要な教

習の技能のい

ずれも免除さ

れる場合に更

に減ずる額

大型自動車免許

等
�����円 �����円

大型自動車第


種免許等
�����円 �����円

教則の内容と

なっている事

項その他自動

車の運転に関

する知識及び

自動車教習所

に関する法令

についての知

識のいずれも

免除される場

合に更に減ず

る額

大型自動車免許

等
���円 ���円

普通自動車免許 ���円 ���円

特定第	種運転

免許
���円 ���円

区 分 改正前 改正後

警備員指導教育責任者資格者証の

書換え
�����円 �����円

機械警備業務管理者資格者証の書

換え
�����円 �����円



ケ 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律関係手数料

コ 探偵業の業務の適正化に関する法律関係手数料

� 警察に関する手数料条例の一部を改正する条例の一部改正

運転免許再試験に係る手数料

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第��号議案

島根県後期高齢者医療財政安定化基金条例の一部を改正する条例

� 提案理由

島根県後期高齢者医療財政安定化基金の拠出金の額を算出するための割

合を変更するため、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を

提出する理由である。

� 条例の概要

後期高齢者医療広域連合から徴収する拠出金の額を算出するための割合

の改定

―	�―

区 分 改正前 改正後

自動車運転代行業の認定 
�����円 
	����円

認定証の再交付 
����円 
�
��円

区 分 改正前 改正後

変更届出証明書の交付 
����円 
����円

届出証明書の再交付 
����円 
�
��円

区 分 改正前 改正後

準中型自動車免許

（準中型自動車免

許とみなされる普

通自動車免許を受

けている者等に限

る。）

自動車不使用 
����円 
�
��円

自動車使用 	����円 	����円



� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第��号議案

島根県国民健康保険財政安定化基金条例の一部を改正する条例

� 提案理由

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改

正する法律の施行に伴い、財政安定化基金事業交付金の交付及び財政安定

化基金拠出金の徴収について所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 財政安定化基金による交付事業に係る交付金の交付の要件を定めるこ

と。

� 市町村に対して納付を求める財政安定化基金拠出金の徴収について定

めること。

� その他規定の整備

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第�	号議案

島根県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例等の一部を改正する条例

� 提案理由

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律の施行に伴い、関係条例について所要の改正を行う必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 島根県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例の一部改正

―
�―

改 正 前 改 正 後

��万分の�� 零



ア 指定訪問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の責務として、

居宅介護支援事業者等に対し、指定訪問介護の提供に当たり把握した

利用者の服薬状況等の必要な情報の提供を行うことを追加すること。

イ 指定訪問介護事業者は、居宅サービス計画の作成等に関し、指定居

宅介護支援事業所の介護支援専門員等に対して、利用者に必要のない

サービスを位置付けるよう求める等の不当な働きかけを行ってはなら

ないこと。

ウ 共生型訪問介護の事業を行う指定居宅介護事業者（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（以下「指定障

害福祉サービス等基準」という。）に規定する「指定居宅介護事業

者」をいう。）等の事業の基準を設けること。

エ 指定訪問リハビリテーション事業所に、常勤の医師を配置しなけれ

ばならないこと。

オ 看護職員が行う指定居宅療養管理指導を廃止すること。

カ 指定居宅療養管理指導事業所ごとに定める運営規程に、通常の事業

の実施地域の規定を追加すること。

キ 共生型通所介護の事業を行う指定生活介護事業者（指定障害福祉

サービス等基準に規定する指定生活介護事業者をいう。）及び指定児

童発達支援事業者（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準に規定する指定児童発達支援事業者を

いう。）等の事業の基準を設けること。

ク 共生型短期入所生活介護の事業を行う指定短期入所事業者（指定障

害福祉サービス等基準に規定する指定短期入所事業者をいう。�のエ

において同じ。）の事業の基準を設けること。

ケ 診療所（療養病床を有するものを除く。�のオにおいて同じ。）で

ある指定短期入所療養介護事業所の設備の基準について、食堂に関す

る規定を削除すること。

コ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

るための措置を講じなければならないこと。

サ 福祉用具専門相談員の行う指定福祉用具貸与の提供に当たって、福

祉用具の全国平均貸与価格に関する情報の提供を追加すること。

シ 介護医療院の創設に伴う規定の整備

ス その他指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

―��―



準の改正

セ その他規定の整理

� 島根県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例の一部改正

ア 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所に、常勤の医師を配置

しなければならないこと。

イ 看護職員が行う指定介護予防居宅療養管理指導を廃止すること。

ウ 指定介護予防居宅療養管理指導事業所ごとに定める運営規程に、通

常の事業の実施地域の規定を追加すること。

エ 共生型介護予防短期入所生活介護の事業を行う指定短期入所事業者

の事業の基準を設けること。

オ 診療所である指定介護予防短期入所療養介護事業所の設備の基準に

ついて、食堂に関する規定を削除すること。

カ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適

正化を図るための措置を講じなければならないこと。

キ 福祉用具専門相談員の行う指定介護予防福祉用具貸与の提供に当

たって、福祉用具の全国平均貸与価格に関する情報の提供を追加する

こと。

ク 介護医療院の創設に伴う規定の整備

ケ その他指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の改正

コ その他規定の整理

� 島根県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正

ア 軽費老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るための措置を講じ

なければならないこと。

イ 介護医療院の創設に伴う規定の整備

� 島根県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正

ア 養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るための措置を講じ

なければならないこと。

イ 介護医療院の創設に伴う規定の整備

� 島根県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

―��―



の一部改正

ア 特別養護老人ホームにおいて定める運営規程に、緊急時等における

対応方法の規定を追加すること。

イ 特別養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るための措置を

講じなければならないこと。

ウ 介護医療院の創設に伴う規定の整備

エ その他特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の改正

� 島根県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部改正

ア 指定介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るための措置

を講じなければならないこと。

イ 指定介護老人福祉施設において定める運営規程に、緊急時等におけ

る対応方法の規定を追加すること。

ウ 介護医療院の創設に伴う規定の整備

エ その他指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準の

改正

� 島根県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準を定める条例の一部改正

ア 介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図るための措置を講

じなければならないこと。

イ 介護医療院の創設に伴う規定の整備

ウ その他介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準の改正

� 島根県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正

ア 指定介護療養型医療施設は、身体的拘束等の適正化を図るための措

置を講じなければならないこと。

イ 介護医療院の創設に伴う規定の整備

ウ その他指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準

の改正

エ その他規定の整理

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。ただし、�の�のサ及び�のキについ

ては、平成��年��月�日から施行する。

―	
―



第��号議案

島根県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

を廃止する条例

� 提案理由

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律の施行に伴い、島根県指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準等を定める条例を廃止する必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第��号議案

島根県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

� 提案理由

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律の施行に伴い、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準を定める必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

次に掲げる介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を

定めること。

� 従事する従業者及びその員数

� 有しなければならない施設及び構造設備

� 入所する要介護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確

保並びに秘密の保持に密接に関連するもの

� その他人員及び運営に関する事項

	 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

―
�―



第��号議案

島根県青少年の健全な育成に関する条例の一部を改正する条例

� 提案理由

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関

する法律の改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例

案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に

関する法律に携帯電話インターネット接続役務提供事業者等の青少年確

認義務、説明義務及び青少年有害情報フィルタリング有効化措置実施義

務が規定されたこと等に伴い、携帯電話インターネット接続役務提供事

業者等の説明義務等に関する規定を改めること。

ア 保護者は、携帯電話インターネット接続役務契約の締結をするに当

たっては、当該契約に係る特定携帯電話端末等の使用者が青少年であ

る場合において、青少年有害情報フィルタリング有効化措置を講ずる

ことを希望しない旨の申出をするときは、青少年有害情報フィルタリ

ング有効化措置を講じないことがやむを得ないと認められる理由等を

記載した書面を携帯電話インターネット接続役務提供事業者等に提出

しなければならないこと。

イ 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等は、保護者からアの

書面の提出があったときに限り、青少年有害情報フィルタリング有効

化措置を講じていない携帯電話インターネット接続役務契約に係る特

定携帯電話端末等を販売することができること。

ウ 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等は、青少年有害情報

フィルタリング有効化措置を講じていない携帯電話インターネット接

続役務の契約に係る特定携帯電話端末等を販売したときは、当該契約

に係る青少年が満��歳に達する日までの間、アの書面若しくはその写

し又は当該書面に記載された事項が記録された電磁的記録を保存しな

ければならないこと。

エ 知事は、携帯電話インターネット接続役務提供事業者等に対する必

要な措置の勧告を行うために必要な限度内において、青少年有害情報

フィルタリング有効化措置を講じていない携帯電話インターネット接

続役務契約に係る特定携帯電話端末等の販売を受けたと認められる青
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少年の保護者に対し、質問し、又は報告若しくは資料の提供を求める

ことができること。

オ その他規定の整備

� 保護者が、青少年有害情報フィルタリングサービスの利用をしない旨

の申出をするとき又は青少年有害情報フィルタリング有効化措置を講ず

ることを希望しない旨の申出をするときに携帯電話インターネット接続

役務提供事業者等に提出する書面について、当該申出の理由等を記録し

た電磁的記録を含むものとすること。

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第��号議案

島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例等の一部を改正する条例

� 提案理由

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一

部を改正する省令の施行に伴い、関係条例について所要の改正を行う必要

がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例の一部改正

ア 就労定着支援の創設に伴う規定の整備

イ 自立生活援助の創設に伴う規定の整備

ウ 共同生活援助について、日中サービス支援型指定共同生活援助に関

する基準を定めること。

エ 居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所並びに自立訓練（機

能訓練）及び自立訓練（生活訓練）について、共生型障害福祉サービ

スに関する基準を定めること。

オ その他指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する

基準の改正
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カ その他規定の整理

� 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例の一部改正

指定障害者支援施設が指定障害児入所施設の指定を受け、かつ、施設

障害福祉サービスと指定入所支援とを同一の施設において一体的に提供

している場合の従業者の員数及び設備に係る基準の特例を廃止するこ

と。

� 島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正

ア 生活介護事業者は、当該生活介護事業者が提供する生活介護を受け

て通常の事業所に新たに雇用された障害者が就職した日から�月以

上、職業生活における相談等の支援の継続に努めなければならないこ

と。

イ 就労移行支援事業者は、利用者が自ら通常の事業所に通勤すること

ができるよう、通勤のための訓練を実施しなければならないこと。

ウ その他規定の整備

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第�	号議案

島根県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例等の一部を改正する条例

� 提案理由

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準等の一部を改正する省令の施行に伴い、関係条例について所要の改

正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。


 条例の概要

� 島根県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例の一部改正

ア 指定居宅訪問型児童発達支援の創設に伴う規定の整備

イ 指定児童発達支援事業所等の人員配置基準について、児童指導員、
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保育士又は障害福祉サービス経験者を置くべき従業者とし、そのうち

の半数以上は、児童指導員又は保育士でなければならないこと。

ウ 指定児童発達支援事業所等の人員配置基準について、看護職員（保

健師、助産師、看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）を置くべき

従業者とすること。

エ 主として重症心身障害児を通わせる指定児童発達支援事業所及び指

定放課後等デイサービス事業所に配置すべき機能訓練担当職員につい

て、機能訓練を行わない時間帯については、置かないことができるこ

と。

オ 児童発達支援及び放課後等デイサービスについて、共生型障害児通

所支援に関する基準を定めること。

カ その他指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準の

改正

キ その他規定の整理

� 島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正

福祉型障害児入所施設等の人員配置基準について、看護職員を置くべ

き従業者とすること。

� 島根県児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例の一部改正

ア 指定福祉型障害児入所施設が指定障害者入所施設の指定を受け、か

つ、指定入所支援と施設障害福祉サービスとを同一の施設において一

体的に提供している場合の従業者の員数及び設備に係る基準の特例を

廃止すること。

イ 指定福祉型障害児入所施設の人員配置基準について、看護職員を置

くべき従業者とすること。

ウ その他規定の整理

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。
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第��号議案

市町村立学校の教職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

� 提案理由

県内に市町村立の義務教育学校が設置されることに伴い、関係条例につ

いて所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由で

ある。

� 条例の概要

� 義務教育学校が設置されることに伴う次に掲げる条例の規定の整備

ア 市町村立学校の教職員の給与等に関する条例

イ 市町村立学校職員の旅費に関する条例

ウ 教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例

エ 県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関

する条例

オ 市町村立学校の教職員定数条例

カ 市町村立学校の教職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例

キ 市町村立学校の教職員の懲戒の手続及び効果に関する条例

ク 市町村立学校の教職員の休職の事由を定める条例

� 職員の給与に関する条例の一部改正

市町村立学校の教職員の給与等に関する条例の改正に伴う規定の整備

� 施行期日

平成��年	月�日から施行する。

第��号議案

県立学校の職員定数条例及び市町村立学校の教職員定数条例の一部を改正する

条例

� 提案理由

児童数及び生徒数の変動等に伴い、職員の定数を改正する必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

高等学校の教育職員等の定数の改正
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� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第��号議案

島根県特別会計条例の一部を改正する条例

� 提案理由

島根県中小企業制度融資等特別会計を設置するため、所要の改正を行う

必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

島根県中小企業制度融資等特別会計の設置

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。

第�	号議案

島根県立都市公園条例の一部を改正する条例

� 提案理由

都市公園法施行令の改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 都市公園に設ける運動施設の敷地面積の総計の当該都市公園の敷地面

積に対する割合を
��分の	�とすること。

� その他規定の整理

―�	―

区 分 改正前 改正後 増 減

高等学校 教育職員 
�	��人 
�	��人 �人

事務職員、技術職員そ

の他の職員



�人 

�人 －

特別支援学

校

教育職員 �
�人 ��	人 �人

事務職員、技術職員そ

の他の職員


�人 
�人 －

小学校及び

中学校

教育職員 	��	�人 	����人 △��人

事務職員及び技術職員 ��
人 �		人 �人



� 施行期日

公布の日から施行する。

第��号議案

島根県営住宅条例の一部を改正する条例

� 提案理由

公営住宅法の改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 県営住宅の家賃の決定に当たり、認知症患者等の入居者からの収入申

告等が困難と認められる場合は、官公署の書類の閲覧等により把握する

収入状況をもって、当該入居者の家賃を定めること。

� その他規定の整理

� 施行期日

平成��年	月�日から施行する。ただし、�の�については、公布の日

から施行する。

第�
号議案

島根県建築基準法施行条例及び知事の権限に属する事務の処理の特例に関する

条例の一部を改正する条例

� 提案理由

都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例について所

要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。

� 条例の概要

� 島根県建築基準法施行条例の一部改正

ア 日影による中高層の建築物の高さの制限に係る対象区域に、田園住

居地域を追加すること。

イ 都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う規定の整備

� 知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正

ア 建築基準法に基づく事務のうち、田園住居地域における建築等の許

可に係る申請の受理に関する事務を浜田市、益田市、大田市、安来

市、江津市、雲南市、奥出雲町、川本町、津和野町、吉賀町及び隠岐
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の島町に権限移譲すること。

イ 都市緑地法等の一部を改正する法律の施行に伴う規定の整理

� 施行期日

平成��年�月�日から施行する。
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